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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

　
平成21年度第
３四半期連結
累計期間

平成22年度第
３四半期連結
累計期間

平成21年度第
３四半期連結
会計期間

平成22年度第
３四半期連結
会計期間

平成21年度

　

(自平成21年
   ４月１日
 至平成21年
   12月31日)

(自平成22年
   ４月１日
 至平成22年
   12月31日)

(自平成21年
   10月１日
 至平成21年
   12月31日)

(自平成22年
   10月１日
 至平成22年
   12月31日)

(自平成21年
   ４月１日
 至平成22年
   ３月31日)

経常収益 百万円 41,782 40,757 14,466 13,934 55,481

経常利益 百万円 2,303 5,994 1,137 2,871 3,831

四半期純利益 百万円 1,368 2,721 507 1,274 ―

当期純利益 百万円 ― ― ― ― 2,195

純資産額 百万円 ― ― 84,955 88,670 86,281

総資産額 百万円 ― ― 2,225,9872,315,7652,223,798

１株当たり純資産額 円 ― ― 379.86 395.51 385.45

１株当たり四半期純利益
金額

円 7.42 12.96 2.51 6.07 ―

１株当たり当期純利益
金額

円 ― ― ― ― 11.52

潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益金額

円 ― 12.96 ― 6.06 ―

潜在株式調整後１株当た
り当期純利益金額

円 ― ― ― ― ―

自己資本比率 ％ ― ― 3.58 3.58 3.63

営業活動による
キャッシュ・フロー

百万円 △44,516 37,311 ― ― 35,332

投資活動による
キャッシュ・フロー

百万円 △8,306 △76,670 ― ― △47,006

財務活動による
キャッシュ・フロー

百万円 7,611 △1,271 ― ― 7,611

現金及び現金同等物
の四半期末(期末)残高

百万円 ― ― 37,544 37,996 78,636

従業員数 人 ― ― 1,665 1,606 1,622

(注) １．当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．第３四半期連結累計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、「第５  経理の状況」中、「１  四半期連

結財務諸表」の「１株当たり情報」に記載しております。

３．平成21年度第３四半期連結累計期間、平成21年度第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半

期純利益金額及び平成21年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記

載しておりません。
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４．当行は、特定事業会社（企業内容等の開示に関する内閣府令第17条の15第２項に規定する事業を行う会社）

に該当するため、第３四半期連結会計期間に係る損益関係指標については、「第５  経理の状況」の「２  その

他」中、「(1)第３四半期連結会計期間に係る損益計算書、セグメント情報及び１株当たり四半期純損益金額

等」の「①損益計算書」にもとづいて掲出しております。

なお、第３四半期連結会計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、同「③１株当たり四半期純損益金額

等」に記載しております。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当行グループ（当行及び当行の関係会社）が営む事業の内容につ

いては、重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても、異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

なお、連結子会社であるあおぎんコンピュータサービス株式会社は、平成22年10月27日開催の臨時株主総

会において、解散の決議をしております。　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における従業員数

平成22年12月31日現在

従業員数(人)
1,606
[823]

(注) １．従業員数は、就業人員(当行グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当行グループへの出

向者を含む)であり、臨時従業員820人を含んでおりません。

２．従業員数は、執行役員4人を含んでおります。

３．臨時従業員数は、[  ]内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外書きで記載しております。

４．臨時従業員数には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

　

(2) 当行の従業員数

平成22年12月31日現在

従業員数(人)
1,498
[798]

(注) １．従業員数は、就業人員(当行から社外への出向者を除き、社外から当行への出向者を含む)であり、臨時従業員

794人を含んでおりません。

２．従業員数は、執行役員4人を含んでおります。

３．臨時従業員数は、[  ]内に当第３四半期会計期間の平均人員を外書きで記載しております。

４．臨時従業員数には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

「生産、受注及び販売の状況」は、銀行業における業務の特殊性のため、該当する情報がないので記載し

ておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性がある事業等のリスク

については、前事業年度の有価証券報告書における記載から重要な変更及び新たに生じたリスクはありま

せん。

　
３ 【経営上の重要な契約等】

該当ありません。

　
４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

以下の記載における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当行グループ(当行及び連

結子会社)が判断したものであります。

　
(1) 業績の状況

当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日～平成22年12月31日）の業績につきましては、以下の

とおりとなりました。

  主要勘定につきましては、預金は、個人預金の増加等により第２四半期連結会計期間末比280億円増加

し2兆1,125億円となりました。貸出金は、個人ローン及び公共貸出が減少となったものの、一般法人向け

貸出の増加により第２四半期連結会計期間末比78億円増加し1兆3,545億円となりました。有価証券は、債

券の残高増加等により第２四半期連結会計期間末比141億円増加し7,204億円となりました。

  損益勘定につきましては、経常収益は貸出金利息等の減少により、前年同四半期比5億32百万円減少の

139億34百万円となりました。一方、経常費用は与信費用の減少等により、前年同四半期比22億65百万円減

少の110億63百万円となりました。この結果、経常利益は前年同四半期比17億34百万円増益の28億71百万

円となり、また四半期純利益につきましても前年同四半期比7億67百万円増益の12億74百万円となりまし

た。

  セグメントの業績は、次のとおりであります。

　
（銀行業務）

銀行業務の経常収益は110億87百万円、セグメント利益は26億83百万円となりました。

（リース業務）

リース業務の経常収益は14億33百万円、セグメント利益は1億27百万円となりました。

（その他の業務）

その他の業務の経常収益は17億37百万円、セグメント利益は64百万円となりました。
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国内・国際業務部門別収支

国内業務部門の資金運用収支は、前年同四半期比1億50百万円増加し79億65百万円となりました。これ

は貸出金利息の減少等により資金運用収益が前年同四半期比1億40百万円減少した一方で、預金利回りの

低下等により資金調達費用が前年同四半期比2億90百万円減少したことによるものであります。また、役

務取引等収支は役務取引等収益の減少により前年同四半期比22百万円減少し7億43百万円となり、その他

業務収支は国債等債券売却益の減少により前年同四半期比7億66百万円減少し27百万円となりました。

国際業務部門の資金運用収支は、資金運用収益の減少等により前年同四半期比18百万円減少し90百万

円となりました。また、役務取引等収支は役務取引等収益の減少により前年同四半期比1百万円減少し3百

万円となり、その他業務収支はその他業務収益の増加等により前年同四半期比5億69百万円増加し637百

万円となりました。

この結果合計では、資金運用収支は前年同四半期比1億32百万円増加の80億55百万円、役務取引等収支

は前年同四半期比23百万円減少の7億47百万円、その他業務収支は前年同四半期比1億98百万円減少の6億

64百万円となりました。

　

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

資金運用収支
前第３四半期連結会計期間 7,815 108 7,923

当第３四半期連結会計期間 7,965 90 8,055

うち資金運用収益

前第３四半期連結会計期間 8,839 140
21

8,958

当第３四半期連結会計期間 8,699 127
22

8,804

うち資金調達費用

前第３四半期連結会計期間 1,024 31
21

1,035

当第３四半期連結会計期間 734 37
22
749

役務取引等収支
前第３四半期連結会計期間 765 4 770

当第３四半期連結会計期間 743 3 747

うち役務取引等収益
前第３四半期連結会計期間 1,300 10 1,310

当第３四半期連結会計期間 1,266 8 1,275

うち役務取引等費用
前第３四半期連結会計期間 534 5 539

当第３四半期連結会計期間 522 5 528

その他業務収支
前第３四半期連結会計期間 793 68 862

当第３四半期連結会計期間 27 637 664

うちその他業務収益
前第３四半期連結会計期間 793 81 875

当第３四半期連結会計期間 27 637 664

うちその他業務費用
前第３四半期連結会計期間 ― 13 13

当第３四半期連結会計期間 ― － －

(注)１．国内業務部門とは当行及び連結子会社の円建取引であり、国際業務部門とは当行及び連結子会社の外貨建取引

であります。

ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。

２．資金運用収益及び資金調達費用の合計欄の上段の計数は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利息

であります。
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国内・国際業務部門別役務取引の状況
国内業務部門の役務取引等収益は、預金・貸出業務および為替業務収益の減少等により、前年同四半期
比34百万円減少し12億66百万円となり、役務取引等費用は前年同四半期比12百万円減少し5億22百万円と
なりました。
国際業務部門の役務取引等収益は保証業務の減少等により、前年同四半期比2百万円減少し8百万円と
なり、役務取引等費用は前年同四半期と同水準の5百万円となりました。
この結果合計では、役務取引等収支は前年同四半期比23百万円減少の7億47百万円となりました。
　

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

役務取引等収益
前第３四半期連結会計期間 1,300 10 1,310

当第３四半期連結会計期間 1,266 8 1,275

うち預金・貸出業務
前第３四半期連結会計期間 640 ― 640

当第３四半期連結会計期間 613 ― 613

うち為替業務
前第３四半期連結会計期間 390 7 397

当第３四半期連結会計期間 375 7 382

うち証券関連業務
前第３四半期連結会計期間 22 ― 22

当第３四半期連結会計期間 14 ― 14

うち代理業務
前第３四半期連結会計期間 204 ― 204

当第３四半期連結会計期間 220 ― 220

うち保護預り・
  貸金庫業務

前第３四半期連結会計期間 25 ― 25

当第３四半期連結会計期間 25 ― 25

うち保証業務
前第３四半期連結会計期間 17 2 19

当第３四半期連結会計期間 17 1 18

役務取引等費用
前第３四半期連結会計期間 534 5 539

当第３四半期連結会計期間 522 5 528

うち為替業務
前第３四半期連結会計期間 86 5 92

当第３四半期連結会計期間 85 5 90

(注)  国内業務部門とは当行及び連結子会社の円建取引であり、国際業務部門とは当行及び連結子会社の外貨建取引で
あります。

　
国内・国際業務部門別預金残高の状況
○  預金の種類別残高(末残)

　

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計
前第３四半期連結会計期間 2,035,036 5,231 2,040,267

当第３四半期連結会計期間 2,107,116 5,478 2,112,594

うち流動性預金
前第３四半期連結会計期間 958,890 ― 958,890

当第３四半期連結会計期間 1,004,872 ― 1,004,872

うち定期性預金
前第３四半期連結会計期間 1,064,742 ― 1,064,742

当第３四半期連結会計期間 1,092,587 ― 1,092,587

うちその他
前第３四半期連結会計期間 11,402 5,231 16,633

当第３四半期連結会計期間 9,656 5,478 15,134

譲渡性預金
前第３四半期連結会計期間 26,720 ― 26,720

当第３四半期連結会計期間 37,930 ― 37,930

総合計
前第３四半期連結会計期間 2,061,756 5,231 2,066,987

当第３四半期連結会計期間 2,145,046 5,478 2,150,524

(注) １．国内業務部門とは当行及び連結子会社の円建取引であり、国際業務部門とは当行及び連結子会社の外貨建取
引であります。ただし、当行の円建対非居住者取引は国際業務部門に含めております。
２．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
３．定期性預金＝定期預金＋定期積金
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国内・国際業務部門別貸出金残高の状況

○  業種別貸出状況(残高・構成比)
　

業種別
平成21年12月31日 平成22年12月31日

貸出金残高(百万円) 構成比(％) 貸出金残高(百万円) 構成比(％)

国内(除く特別国際金融取引勘定分) 1,342,893100.00 1,354,596100.00

  製造業 135,541 10.09 139,685 10.31

  農業、林業 7,529 0.56 7,426 0.55

  漁業 4,684 0.35 4,428 0.33

  鉱業、採石業、砂利採取業 91 0.01 95 0.01

  建設業 52,462 3.91 49,767 3.67

  電気・ガス・熱供給・水道業 17,038 1.27 18,259 1.35

  情報通信業 8,367 0.62 8,292 0.61

  運輸業、郵便業 51,360 3.82 50,692 3.74

  卸売業、小売業 156,553 11.66 148,312 10.95

  金融業、保険業 44,793 3.34 55,141 4.07

  不動産業、物品賃貸業 99,151 7.38 91,575 6.76

  各種サービス業 134,503 10.02 131,160 9.68

  政府・地方公共団体 338,344 25.19 361,839 26.71

  その他 292,469 21.78 287,917 21.26

特別国際金融取引勘定分 ― ― ― ―

  政府等 ― ― ― ―

  金融機関 ― ― ― ―

  その他 ― ― ― ―

合計 1,342,893― 1,354,596―

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第２四半期連

結会計期間末比244億30百万円減少の379億96百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金収支は、コールローン及び借用金の増加等により、前年同四半期比349億89百万円

増加し、62億70百万円の減少となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金収支は、有価証券の取得による支出の増加等により、前年同四半期比439億66百万

円減少し、175億33百万円の減少となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金収支は、株式の発行による収入がなくなったこと等により、前年同四半期比87億85

百万円減少し、6億30百万円の減少となりました。
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第３ 【設備の状況】

１ 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

２ 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除

却等について、重要な変更はありません。

　

第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 294,000,000

計 294,000,000

　
② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年2月3日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 211,121,615同左
東京証券取引所
第１部

単元株式数は1,000株でありま

す。

計 211,121,615同左 ― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】

平成22年６月25日の取締役会において決議されたもの

　
第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

新株予約権の数（個） 1,650（注１）

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 165,000（注２）

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり１円

新株予約権の行使期間 平成22年７月31日～平成52年７月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額（円）

　　　　　　　　　　　発行価格　188円
資本組入額は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金
等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が
生じる場合は、これを切り上げるものとする。

新株予約権の行使の条件 （注３）

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当行取締役会の承認を要
するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関
する事項

（注４）

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数　100株

２．新株予約権の目的となる株式の数

　新株予約権１個当たりの目的となる株式の数（以下、「付与株式数」という。）は100株とする。

なお、新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）後、当行が当行普通株式につき、株式分割（当行普

通株式の株式無償割当を含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により

付与株式数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株

予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる

ものとする。

　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率

　また、上記のほか、割当日後、当行が合併、会社分割または株式交換を行う場合及びその他これらの場合に準じて

付与株式数の調整を必要とする場合、当行は、当行取締役会において必要と認める付与株式数の調整を行うもの

とする。

３．新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権者は、当行の取締役の地位（執行役員においては執行役員の地位）を喪失した日の翌日から10日

間以内（10日目が休日に当たる場合には翌営業日）に限り、新株予約権を行使することができる。

ただし、新株予約権者が取締役の地位（執行役員においては執行役員の地位）にある場合においても、平成51

年７月31日以降は、他の行使条件に従い、新株予約権を行使できるものとする。

(2) 上記(1)にかかわらず、当行が消滅会社となる合併契約承認の議案、当行が分割会社となる分割契約もしくは

分割計画承認の議案、当行が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案につき、当行株

主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当行取締役会決議がなされた場合）、当該承認日の

翌日から30日間に限り新株予約権を行使できるものとする。ただし、後記（注４）に定める組織再編行為に伴

う新株予約権の交付に関する事項に従って新株予約権者に再編対象会社の新株予約権が交付される場合を除

くものとする。

(3) その他の条件については、当行と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによ

る。
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４．組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

当行が合併（当行が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当行が分割会

社となる場合に限る。）、株式交換もしくは株式移転（それぞれ当行が完全子会社となる場合に限る。）（以上を

総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸

収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収分割につき吸収分割がその

効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる

日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前において残存する新株予

約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236

条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ

交付することとする。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新

設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを条件とする。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2) 新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、前記（注２）に準じて決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後行使価額に上記(3)に

従って決定される当該各新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編

後行使価額は、交付される各新株予約権の行使により交付を受けることができる再編対象会社の株式１株当た

り１円とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

　前記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の

効力発生日のうちいずれか遅い日から、前記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することが

できる期間の満了日までとする。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

① 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項

に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合は、

これを切り上げるものとする。

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金等

増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

(8) 新株予約権の行使の条件

　前記（注３）に準じて決定する。

(9) 新株予約権の取得条項

① 再編対象会社は、以下のＡ．からＥ．の議案につき再編対象会社の株主総会で承認された場合（株主総会

決議が不要の場合は、再編対象会社の取締役会決議がなされた場合）は、再編対象会社の取締役会が別途定

める日に、新株予約権を無償で取得することができる。

Ａ．再編対象会社が消滅会社となる合併契約承認の議案

Ｂ．再編対象会社が分割会社となる分割契約または分割計画承認の議案

Ｃ．再編対象会社が完全子会社となる株式交換契約または株式移転計画承認の議案

Ｄ．再編対象会社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について再編対象会社の

承認を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案

Ｅ．新株予約権の目的となる種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について再編対象

会社の承認を要することまたは当該種類の株式について再編対象会社が株主総会の決議によってその全

部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認の議案

② 再編対象会社は、新株予約権者が新株予約権の全部または一部を行使できなくなった場合は、再編対象会

社の取締役会が別途定める日に、当該新株予約権を無償で取得することができる。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当ありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当ありません。

　
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年12月31日 ― 211,121 ― 19,562,602 ― 12,916,434

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。

　

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記

載をしております。

① 【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式   1,215,000

―
株主としての権利内容に制
限のない、標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 208,447,000 208,447 同  上

単元未満株式 普通株式   1,459,615― 同  上

発行済株式総数 211,121,615 ― ―

総株主の議決権 ― 208,447 ―

　

② 【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社青森銀行

青森県青森市
橋本一丁目９番30号

1,215,000 ― 1,215,0000.57

計 ― 1,215,000 ― 1,215,0000.57
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 225 222 222 220 218 217 218 218 230

最低(円) 216 204 205 205 207 210 191 194 212

(注)  最高・最低株価は東京証券取引所市場第１部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１．当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しておりますが、資産及

び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」(昭和57年大蔵省令第10号)に準拠して

おります。

なお、前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日）及び前第３四半期連結

累計期間（自平成21年４月１日  至平成21年12月31日）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき

作成し、当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日  至平成22年12月31日）及び当第３四半期連

結累計期間（自平成22年４月１日  至平成22年12月31日）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づ

き作成しております。

　

２．当行は、特定事業会社(企業内容等の開示に関する内閣府令第17条の15第２項に規定する事業を行う会

社)に該当するため、第３四半期連結会計期間に係る損益計算書、セグメント情報及び１株当たり四半期

純損益金額等については、「２  その他」に記載しております。

　

３．当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（自平成21年

10月1日　至平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間(自平成21年４月１日  至平成21年12月

31日)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(自平成22年10月１日  至平成22年12

月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自平成22年４月１日  至平成22年12月31日)に係る四半期連結

財務諸表について、新日本有限責任監査法人の四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

現金預け金 38,828 79,480

コールローン及び買入手形 96,146 45,000

買現先勘定 29,996 －

買入金銭債権 127 －

商品有価証券 376 516

有価証券 ※3
 720,400

※3
 643,458

貸出金 ※1
 1,354,596

※1
 1,372,355

外国為替 1,008 2,867

リース債権及びリース投資資産 12,580 13,197

その他資産 25,139 25,618

有形固定資産 ※2
 23,660

※2
 25,190

無形固定資産 2,160 2,514

繰延税金資産 6,652 9,074

支払承諾見返 19,235 19,295

貸倒引当金 △15,144 △14,770

資産の部合計 2,315,765 2,223,798

負債の部

預金 2,112,594 2,033,811

譲渡性預金 37,930 26,470

借用金 20,255 11,927

外国為替 8 2

社債 20,000 20,000

その他負債 10,675 18,203

賞与引当金 2 661

役員賞与引当金 32 23

退職給付引当金 3,261 3,214

役員退職慰労引当金 18 660

睡眠預金払戻損失引当金 467 494

再評価に係る繰延税金負債 2,613 2,752

支払承諾 19,235 19,295

負債の部合計 2,227,095 2,137,516

純資産の部

資本金 19,562 19,562

資本剰余金 12,916 12,916

利益剰余金 42,874 41,211

自己株式 △532 △531

株主資本合計 74,820 73,159

その他有価証券評価差額金 6,256 5,570

繰延ヘッジ損益 △190 △153

土地再評価差額金 2,133 2,333

評価・換算差額等合計 8,200 7,750

新株予約権 15 －

少数株主持分 5,634 5,371

純資産の部合計 88,670 86,281

負債及び純資産の部合計 2,315,765 2,223,798
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

経常収益 41,782 40,757

資金運用収益 27,003 26,402

（うち貸出金利息） 20,921 19,807

（うち有価証券利息配当金） 5,843 6,376

役務取引等収益 3,919 3,841

その他業務収益 1,222 1,333

その他経常収益 9,636 9,179

経常費用 39,478 34,762

資金調達費用 3,390 2,511

（うち預金利息） 2,743 1,912

役務取引等費用 1,588 1,593

その他業務費用 29 －

営業経費 20,340 19,061

その他経常費用 ※1
 14,129

※1
 11,596

経常利益 2,303 5,994

特別利益 143 10

固定資産処分益 121 2

償却債権取立益 22 7

特別損失 150 886

固定資産処分損 115 77

減損損失 35 809

税金等調整前四半期純利益 2,297 5,117

法人税、住民税及び事業税 1,125 290

法人税等調整額 △497 1,823

法人税等合計 628 2,113

少数株主損益調整前四半期純利益 3,004

少数株主利益 300 282

四半期純利益 1,368 2,721
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,297 5,117

減価償却費 2,119 1,780

減損損失 35 809

貸倒引当金の増減（△） 1,561 374

賞与引当金の増減額（△は減少） △713 △658

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 18 8

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,198 46

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 77 △642

睡眠預金払戻損失引当金の増減（△） △12 △26

資金運用収益 △27,003 △26,402

資金調達費用 3,390 2,511

有価証券関係損益（△） △1,155 △745

為替差損益（△は益） 181 288

固定資産処分損益（△は益） △6 75

商品有価証券の純増（△）減 103 139

貸出金の純増（△）減 57,694 17,759

預金の純増減（△） 88,220 78,782

譲渡性預金の純増減（△） △3,400 11,460

借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減
（△）

△42,457 8,327

預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 △9,862 12

コールローン等の純増（△）減 △143,573 △81,270

外国為替（資産）の純増（△）減 1,094 1,858

外国為替（負債）の純増減（△） 56 6

リース債権及びリース投資資産の純増（△）減 589 617

資金運用による収入 27,036 26,441

資金調達による支出 △3,217 △2,449

その他 1,486 △6,549

小計 △44,240 37,673

法人税等の支払額 △276 △361

営業活動によるキャッシュ・フロー △44,516 37,311

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △143,737 △242,990

有価証券の売却による収入 64,708 87,232

有価証券の償還による収入 73,094 80,153

有形固定資産の取得による支出 △847 △817

有形固定資産の売却による収入 192 54

無形固定資産の取得による支出 △1,717 △303

投資活動によるキャッシュ・フロー △8,306 △76,670

財務活動によるキャッシュ・フロー

株式の発行による収入 8,682 －

配当金の支払額 △1,052 △1,259

少数株主への配当金の支払額 △10 △10

自己株式の取得による支出 △10 △1

自己株式の売却による収入 2 0

財務活動によるキャッシュ・フロー 7,611 △1,271

現金及び現金同等物に係る換算差額 △8 △10

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △45,220 △40,639

現金及び現金同等物の期首残高 82,765 78,636

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 37,544

※1
 37,996
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　
当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

１．会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用

第１四半期連結会計期間から「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号平成20年３月

31日）を適用しております。

なお、これによる四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

　
　
【表示方法の変更】

　
当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一部

を改正する内閣府令（平成21年３月24日内閣府令第５号）の適用により、当第３四半期連結累計期間では、「少数株

主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　
　【簡便な会計処理】

　

　
当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

１．貸倒引当金の計上方法 「破綻先」、「実質破綻先」に係る債権等以外の債権に対する貸倒

引当金につきましては、中間連結会計期間末の予想損失率を適用して

計上しております。

２．経過勘定項目の算定方法 一部の経過勘定項目につきましては、合理的な算定方法による概算

額で計上する方法によっております。

３．税金費用の計算 法人税等につきましては、年度決算と同様の方法により計算してお

りますが、納付税額の算出に係る加減算項目及び税額控除項目は、重要

性の高い項目に限定して適用しております。

４．繰延税金資産の回収可能性の判断 繰延税金資産の回収可能性の判断につきましては、一時差異の発生

状況について中間連結会計期間末から大幅な変動がないと認められる

ため、当該中間連結会計期間末の検討において使用した将来の業績予

測及びタックス・プランニングの結果を適用しております。

　
【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

（役員退職慰労金制度の廃止）

当行は、平成22年５月14日開催の取締役会において、平成22年６月25日開催の定時株主総会終結の時をもって従来

の役員退職慰労金制度を廃止することを決議し、同総会において退職慰労金の打ち切り支給案が承認されました。こ

れに伴い、「役員退職慰労引当金」を全額取崩し、当第３四半期連結会計期間末現在の未払額295百万円を「その他

負債」に計上しております。

  なお、連結子会社においては、従来どおり、役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当第３四半期連結会計期

間末において発生していると認められる額を「役員退職慰労引当金」に計上しております。
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  【注記事項】

　

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１．貸出金のうち、リスク管理債権は以下のとおりで

あります。

破綻先債権額 2,832百万円

延滞債権額 33,871百万円

３ヵ月以上延滞債権額 5百万円

貸出条件緩和債権額 5,047百万円

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であ

ります。

※１．貸出金のうち、リスク管理債権は以下のとおりで

あります。

破綻先債権額 2,978百万円

延滞債権額 35,008百万円

３ヵ月以上延滞債権額 －百万円

貸出条件緩和債権額 4,240百万円

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であ

ります。

※２．有形固定資産の減価償却累計額

35,220百万円

※２．有形固定資産の減価償却累計額

35,983百万円

※３．有価証券中の社債のうち、有価証券の私募（金融

商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証

債務の額は5,270百万円であります。

※３．有価証券中の社債のうち、有価証券の私募（金融

商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証

債務の額は4,830百万円であります。

　
(四半期連結損益計算書関係)

　

前第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

※１．その他経常費用には、貸倒引当金繰入額4,007百万

円、株式等売却損486百万円及び貸出金償却93百万円

を含んでおります。

※１．その他経常費用には、貸倒引当金繰入額1,524百万

円、貸出金償却82百万円、株式等売却損773百万円及

び株式等償却78百万円を含んでおります。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)
　

前第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(単位：百万円)

平成21年12月31日現在

現金預け金勘定 48,393

定期預け金 △413

その他の預け金 △10,436

現金及び現金同等物 37,544
 

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(単位：百万円)

平成22年12月31日現在

現金預け金勘定 38,828

定期預け金 △380

その他の預け金 △452

現金及び現金同等物 37,996
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(株主資本等関係)
　

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　 （単位：千株）

　
当第３四半期連結
会計期間末株式数

発行済株式 　

普通株式 211,121

合  計 211,121

自己株式 　

普通株式 1,218

合  計 1,218

　
　

２. 新株予約権に関する事項

区分
新株予約権の目的
となる株式の種類

新株予約権の目的と
なる株式の数（株）

当第３四半期連結会計
期間末残高（百万円）

　　　 当　　行
（ストック・オプション
  としての新株予約権）

－ 15

　　　　合　 計 － 15

　
　

３. 配当に関する事項

(決議)
株式の
種類

配当金の総額
(百万円)

１株当たりの
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月25日
定時株主総会

普通株式 629 3.0平成22年３月31日 平成22年６月28日 利益剰余金

平成22年11月12日
取締役会

普通株式 629 3.0平成22年９月30日 平成22年12月10日 利益剰余金

　
  基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

の末日後となるもの

　
該当ありません。
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(セグメント情報等)

 【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

　

　
銀行業務
(百万円)

リース業務
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

経常収益 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する
経常収益

32,889 4,028 4,864 41,782 ― 41,782

(2) セグメント間の内部
経常収益

78 530 600 1,209 (1,209) ―

計 32,968 4,559 5,464 42,992(1,209)41,782

経常利益 1,902 241 160 2,303 (0) 2,303

(注) １．業務区分は、連結会社の事業の内容により区分しております。なお、「その他」はクレジットカード業務等で

あります。

２．一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。

　

 【所在地別セグメント情報】

当行は、在外支店及び在外子会社を有しておりませんので、所在地別セグメント情報は記載しておりませ

ん。

　

 【国際業務経常収益】

国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。

　

 【セグメント情報】

　

　１．報告セグメントの概要

　

当行グループの報告セグメントは、当行グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能で

あり、取締役会が業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当行グループは、国内において銀行業務を中心とした金融サービスに係る事業活動を展開しておりま

す。

従いまして、当行グループは金融サービス別のセグメントから構成されており、「銀行業務」及び

「リース業務」の２つを報告セグメントとしております。

「銀行業務」は主に預金業務や貸出業務、有価証券投資業務や為替業務等の金融取引を行っておりま

す。「リース業務」は主に機械・器具備品等のリース取引を行っております。
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２．報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

　 　 　 　 　 　 （単位：百万円）

　

報告セグメント

その他 合計 調整額

四半期
連結損益
計算書
計上額

銀行業務 リース業務 計

経常収益 　 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に対する
      経常収益

31,8543,96435,8194,93740,757 ― 40,757

  (2) セグメント間の内部
      経常収益

243 418 661 452 1,113△1,113 ―

計 32,0974,38236,4805,39041,871△1,11340,757

セグメント利益 5,440 281 5,722 283 6,005 △10 5,994

(注) １．一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。
２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、割賦販売業務、クレジットカー
ド業務及び信用保証業務等を含んでおります。
３．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。
４．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

銀行業務セグメントにおいて、営業利益の減少によるキャッシュ・フローの低下及び継続的な地価

の下落により、投資額の回収が見込めなくなった資産について、減損損失を計上しております。

なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては、809百万円であります。

　
（のれんの金額の重要な変動）

該当ありません。

　
（重要な負ののれん発生益）

該当ありません。

　
（追加情報）

第１四半期連結会計期間から「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号平成

21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20

号平成20年３月21日)を適用しております。

　
（金融商品関係）

企業集団の事業の運営において重要なものとなっておりますが、前連結会計年度の末日に比して著しい

変動はありません。

　
（有価証券関係）

企業集団の事業の運営において重要なものとなっておりますが、前連結会計年度の末日に比して著しい

変動はありません。

　
（金銭の信託関係）

該当ありません。

　
（デリバティブ取引関係）

企業集団の事業の運営において重要なものとなっておりますが、前連結会計年度の末日に比して著しい

変動はありません。
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(ストック・オプション等関係)

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

１．ストック・オプションにかかる当第３四半期連結会計期間における費用計上額および科目名

営業経費　　７百万円

　
２．当第３四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

　  　該当ありません。

　

　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

　 　
当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 円 395.51 385.45

　
　

２．１株当たり四半期純利益金額等

　 　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 円 7.42 12.96

潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益金額

円 ― 12.96

(注) １．前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が
ないので、記載しておりません。

２．１株当たり四半期純利益金額および潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、

次のとおりであります。

　 　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益 百万円 1,368 2,721

普通株主に帰属しない

金額
百万円 ― ―

普通株式に係る四半期

純利益
百万円 1,368 2,721

普通株式の期中平均株

式数
千株 184,197 209,906

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半
期純利益金額

　 　

四半期純利益調整額 百万円 ― ―

普通株式増加数 千株 ― 46

　うち新株予約権 千株 ― 46

希薄化効果を有しない
ため潜在株式調整後１
株当たり四半期純利益
金額の算定に含めな
かった潜在株式の概要

　 ― ―
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（重要な後発事象）

　
当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

（従業員持株ＥＳＯＰ信託の導入）　
　当行は平成23年１月27日開催の取締役会において、従業員に対して株価上昇へのインセンティブを付与すると
ともに、福利厚生制度をより一層充実させることを目的として、「従業員持株ＥＳＯＰ信託」（以下、ＥＳＯＰ信
託といいます）の導入を決議いたしました。
 
１．ＥＳＯＰ信託導入の目的
　従業員が当行株価への意識をより一層高め、中長期的な業績向上と企業価値向上に向けて業務に取り組むこと
により株主価値向上を図る。
　従業員への福利厚生制度の拡充としてインセンティブを高めることによる勤労意欲の向上や生産性向上を図
る。
 
２．ＥＳＯＰ信託の概要
　ＥＳＯＰ信託とは、米国のＥＳＯＰ（Employee Stock Ownership　Plan)制度を参考に従業員持株会の仕組みを
応用した信託型の従業員インセンティブ ・プランであり、当行株式を活用した従業員の財産形成を促進する貯
蓄制度の拡充（福利厚生制度の拡充）を図る目的を有するものをいいます。
　当行が「青森銀行職員持株会」（以下、当行持株会といいます）に加入する従業員のうち一定の要件を充足す
るものを受益者とする信託を設定し、当該信託は今後数年間にわたり当行持株会が取得すると見込まれる数の当
行株式を、一括して（或いは予め定める取得期間中に）取得します。
　その後、当該信託は当行株式を毎月一定日に当行持株会に売却します。
　信託終了時に、株価の上昇により、信託収益がある場合には、受益者たる従業員の拠出割合に応じて金銭が分配
されます。
　株価の下落により譲渡損失が生じ信託財産に係る債務が残る場合には、金銭消費貸借契約の保証条項に基づき、
当行が借入先の銀行に対して一括して弁済するため、従業員の追加負担はありません。
 
　なお、本信託の設定時期、期間等の詳細につきましては未定であります。
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２  【その他】

(1) 第３四半期連結会計期間に係る損益計算書、セグメント情報及び１株当たり四半期純損益金額等
当行は、特定事業会社（企業内容等の開示に関する内閣府令第17条の15第２項に規定する事業を行う
会社）に該当するため、第３四半期連結会計期間に係る損益計算書、セグメント情報及び１株当たり四半
期純損益金額等については、四半期レビューを受けておりません。

　

① 損益計算書
(単位：百万円)

　
前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

経常収益 　 14,466　 13,934

資金運用収益 　 8,958　 8,804

（うち貸出金利息） 　 6,930　 6,561

（うち有価証券利息配当金） 　 1,955　 2,184

役務取引等収益 　 1,310　 1,275

その他業務収益 　 875　 664

その他経常収益 　 3,321　 3,189

経常費用 　 13,328　 11,063

資金調達費用 　 1,035　 749

（うち預金利息） 　 840　 553

役務取引等費用 　 539　 528

その他業務費用 　 13　 ―

営業経費 　 6,549　 6,186

その他経常費用 ※1 5,190※1 3,599

経常利益 　 1,137　 2,871

特別利益 　 7　 4

固定資産処分益 　 6　 0

償却債権取立益 　 0　 4

特別損失 　 108　 845

固定資産処分損 　 101　 39

減損損失 　 7　 805

税金等調整前四半期純利益 　 1,036　 2,031

法人税、住民税及び事業税 　 345　 △283

法人税等調整額 　 41　 955

法人税等合計 　 386　 672

少数株主損益調整前四半期純利益 　 　 　 1,358

少数株主利益 　 142　 84

四半期純利益 　 507　 1,274
　

　
　

前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

※１．その他経常費用には、貸倒引当金繰入額2,019百

万円を含んでおります。

※１．その他経常費用には、貸倒引当金繰入額295百万

円、株式等売却損249百万円及び株式等償却69百万

円を含んでおります。
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② セグメント情報

（事業の種類別セグメント情報）
前第３四半期連結会計期間（自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日）

　

　
銀行業務
(百万円)

リース業務
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

経常収益 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する
経常収益

11,506 1,337 1,622 14,466 ― 14,466

(2) セグメント間の内部
経常収益

25 179 196 402 (402) ―

計 11,532 1,516 1,819 14,868 (402) 14,466

経常利益 955 95 86 1,137 (0) 1,137

(注) １．業務区分は、連結会社の事業の内容により区分しております。なお、「その他」はクレジットカード業務等で

あります。

２．一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。

　
（所在地別セグメント情報）
当行は、在外支店及び在外子会社を有しておりませんので、所在地別セグメント情報は記載しておりま
せん。

　
（国際業務経常収益）
国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。

　
（セグメント情報）
１．報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結会計期間(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日)

　 　 　 　 　 　 （単位：百万円）

　

報告セグメント

その他 合計 調整額

四半期
連結損益
計算書
計上額

銀行業務 リース業務 計

経常収益 　 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に対する
      経常収益

11,0161,31212,3281,60513,934 ― 13,934

  (2) セグメント間の内部
      経常収益

70 121 192 131 323 △323 ―

計 11,0871,43312,5201,73714,257△323 13,934

セグメント利益 2,683 127 2,810 64 2,875 △4 2,871

(注) １．一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。
２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、割賦販売業務、クレジットカー
ド業務及び信用保証業務等を含んでおります。
３．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。
４．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

　
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報
（固定資産に係る重要な減損損失）
銀行業務セグメントにおいて、営業利益の減少によるキャッシュ・フローの低下及び継続的な地価
の下落により、投資額の回収が見込めなくなった資産について、減損損失を計上しております。
なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結会計期間においては、805百万円であります。

　
（のれんの金額の重要な変動）
該当ありません。

　
（重要な負ののれん発生益）
該当ありません。
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③ １株当たり四半期純損益金額等

　 　
前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 円 2.51 6.07

潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益金額

円 ― 6.06

(注) １．前第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式
がないので、記載しておりません。

２．１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、

次のとおりであります。

　 　
前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益 百万円 507 1,274

普通株主に帰属しない

金額
百万円 ― ―

普通株式に係る四半期

純利益
百万円 507 1,274

普通株式の期中平均株

式数
千株 201,660 209,905

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半
期純利益金額

　 　

四半期利益調整額 百万円 ― ―

普通株式増加数 千株 ― 82

　うち新株予約権 千株 ― 82

希薄化効果を有しない
ため潜在株式調整後１
株当たり四半期純利益
金額の算定に含めな
かった潜在株式の概要

　 ― ―

　
　
　

　

(2) 中間配当

第103期（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）中間配当につきましては、平成22年11月12日
開催の取締役会において、平成22年９月30日の最終の株主名簿に記載された株主に対し、次のとおり中間
配当を行うことを決議いたしました。

　
① 配当金の総額                                   629百万円
② １株当たりの配当額                              ３円00銭
③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日    平成22年12月10日

　

　

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年２月３日

株式会社青森銀行

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    岩    原    淳    一    ㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    植    村    文　　雄    ㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    久 保 澤    和    彦    ㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社青森銀行の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平

成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年

12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社青森銀行及び連結子会社の平成21年

12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

　
　

以    上

　

　
 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年２月３日

株式会社青森銀行

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    岩    原    淳    一    ㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    植    村    文    雄    ㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    久 保 澤    和    彦    ㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社青森銀行の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平

成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年

12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社青森銀行及び連結子会社の平成22年

12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以    上

　
　
　
　
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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